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「一相開放故障事象に対する国内原子力発電所の対応」状況報告 

令和 2年 2月 26日 

技術基盤課 

1. はじめに 

米国で発生した1相開放故障事象（OPC）[1]iを受け、我が国でも設置許可基準規則解釈（実

用炉、研開炉、再処理）及び技術基準規則解釈（実用炉、研開炉）が一部改定され、「外部電源

に直接接続している変圧器の一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生じた場合にあ

っては、安全施設（ESF）への電力の供給が不安定になったことを検知し、故障箇所の隔離又は

非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を

行うことによって、安全施設への電力の供給が停止することがないように、電力供給の安定性を

回復できること」が求められている。 

 

補足説明：例えば通常運転時に、補助変圧器（SAT242-1、-2）の高圧側（赤線）で OPC が発生しても、ESF

の母線（BUS241、242、緑色）には負荷がほとんどないので、既設設備だけでは異常を検知するのは難し

い。その状態で設計基準事象等を想定すると、ESF 母線（緑色）につながる電動ポンプ等が起動するが、

OPC の影響で振動などが起こり、過電流保護回路が働きポンプ停止する可能性がある。また、補助変圧器

（電源）の異常を検知していないので、その隔離や EDGへの接続変更（電源切換え）は行われない。電動ポ

ンプ等の異常に気付いてから、手動操作で電動ポンプの過電流保護回路をリセットする必要があるが、設計

基準事象によっては、十分な時間余裕がない可能性がある。 

図 1 原子力発電所単線結線図の例[2] 

                                                   

i OPCは 1相または 2相の電路が開放する事象である。2013年にスウェーデンで 2相開放故障事象が発生して

おり、現在は、2相開放事象も含めて OPC と呼んでいる。 
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しかし、上記解釈の一部改定の決定・施行当時（平成 26 年）は、既設設備のままで OPC を

直接検知することが困難な場合があり、国内原子力発電所向け OPC検知システムを開発し、性

能検証する必要があったため、巡回点検等により OPC を間接的に検知することとし、技術開発

動向をフォローすることとした[3]。検知が難しいのは、通常運転中の原子力発電所の非常用母

線（変圧器の二次側）にほとんど負荷がないため、変圧器の一次側（外部電源側）で OPC が起

こってもその電流変動が微小で既設設備の検出レンジ外であるためである。なお、再処理施設

の場合は、通常運転中であっても非常用母線にある程度の負荷があるため、既設設備でもOPC

検知が可能であることが示されている[4][5]。 

2. 国内状況 

その後、国内外で OPC 状態の自動検知技術の開発が進み、国内原子力発電事業者から、

OPCに対する対応方針と計画が示されたので、以下にまとめる[5][6][7][8]。 

① 方針：現在 OPC検知を運転員による目視点検等の人的運用で行っている非常用母線に給

電可能な変圧器を対象に、OPC自動検知システムを設置し、中央制御室で OPC警報を確

認できるようにする。ただし、以下の変圧器は対象から除外できる可能性がある。 

 既存設備・検出器で OPC検出可能な変圧器 

 上流の変圧器との接続に架線設備を含まない変圧器 

 通常運転状態では常時複数回線から受電している変圧器 

② 運用方法：OPC自動検知システムの発する警報を受け、運転員が異常状態を確認した上

で、中央操作により故障箇所の隔離（受電遮断器開放）を行う。切り替えに要する時間は 1

分未満である。事業者は OPC警報発信時の運転員操作に関する手順を策定し、訓練を行

う計画である。手動操作による隔離を採用した理由は以下である。 

1） OPCは発生していないが OPC と誤検知する頻度を十分低くするには、実機を用い

た OPC検知装置の調整を相当期間行う必要があるため。そもそも国内原子力発電

所では、OPC発生頻度が極めて低いii。誤検知に基づき自動隔離すると、外部電源

の信頼性を下げる（外部電源喪失頻度が高まる）ことになる。また、OPC誤検知によ

り電源自動切換えを行い非常用ディーゼル発電機（EDG）等が起動すると、「意図し

ない工学系安全施設の作動」となり、運転上の制限（LCO）逸脱となる可能性があ

る。一方、プラントごとに異なる非常用母線の負荷状態のみならず、外部電源の状

態、雷等が OPC誤検知に関係すると考えられることから、実機を用いた OPC自動

検知システムの運用を相当期間実施してデータを収集する必要がある。 

2） OPC自動検知システムを導入することにより、検知後の運転員操作の負担が大きく

軽減するため。OPC警報が出ている間に事故信号が発信した場合、運転員はただ

ちに中央制御室で故障箇所の隔離（受電遮断器開放）を行う（一操作）。架線等の状

                                                   

ii 国内原子力発電所の過去 40年間の OPC発生件数は 0である。1相もしくは 2相開放は、発電所構内の引込

み線以降の気中架線設備で発生するとされている。しかし、国内原子力発電所では引込み線以降はガス絶縁開閉

装置（GIS）が使用され電路が保護されているので、構造的に OPCが発生しにくい。また、GIS内で電路が切れた

場合は地絡となり警報が発信される可能性が高い。 
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態の確認は行わない。事故信号が出ていない場合は、運転員は架線等の状態を目

視確認して、OPCが確認されたら通常運転時の外部電源喪失手順にしたがって操

作する。この間、ESFにつながる電動ポンプ等は待機状態なので異常は起こらな

い。 

③ 検知システム：国内３製造事業者がそれぞれに開発した OPC自動検知システム（図 2，3，

4）を使用する予定である。それらシステムは 2017年度に電中研の模擬電力系統を用いて

検証試験を行い、全ケース（128ケース）で検知率 100%であった。ただし、現地適用時には

変圧器や負荷などプラント構成が異なるので、検知器動作しきい値や時限設定等を個別に

調整する必要がある。誤検知を防ぐ手段についても、実機条件下で調査、調整する必要が

ある。 

 

図 2 国内の OPC自動検知システム（三菱電機製品概要）[8] 
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図 3 国内の OPC自動検知システム（日立製品概要）[8] 

 

図 4 国内の OPC自動検知システム（東芝製品概要）[8] 

④ システム構成：信頼性向上のための検知システムの多重化は、プラントごとに要否を判断す

る。検知システムには、対象変圧器と同等の耐震性・信頼性を確保する。 
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⑤ 導入計画：2019年度から代表プラント（高浜原子力発電所）において、現地調査や設計検討

を開始し、検知システムの据付け工事（2020年度）と運用（2020年度末）を開始する計画が

示された（図 5）。その他の発電所においても、再稼働時期や関連機器の点検等に伴い変更

可能性があるが、OPC追加対策工程が示されている（図 5、6）。なお、四国電力と中部電力

の原子力発電所では、安全母線に給電する変圧器は通常運転時に常時複数回線から受電

している等の理由で既存設備で OPC対応が可能であることから、追加対策は不要としてい

る。 

 

図 5 OPC追加対策工程概要（P電力）[8] 
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図 6 OPC追加対策工程概要（B電力）[8] 

3. 米国対応状況 

米国では、OPC 脆弱性に対する原子力産業協会（NEI）の自主的な対応方針を示した OPC

イニシアチブが 2013 年発行され、それに沿った取り組みが進められている。NRC は OPC イニ

シアチブに賛成し、事業者がそれに沿って課題解決することを点検検証する計画を立て、2017

年 10月に暫定検査要領[10]を発行した。この要領にそって NRCは、事業者が OPCイニシアチ

ブを適切に実施し、OPC 検知と防護策を反映した許認可用の基準図書を更新していることなど

を検査することとした。2018年には、先行 OPC対応の 4プラント（リバーベンド、パロベルデ、バ

イロン、セントルーシー）等の NRC 検査報告書が発行され、暫定検査要領に沿った検査では問

題なしと報告されている[11][12][13][14]。しかしながら、OPC検知システムの安全分類や多重性

要求、技術仕様書への記載の要否などについて産業界と NRCの間で議論が続いている。 

2019年に入り NEIは、「OPC自動検知を行えば、OPCの自動隔離を行わなくても OPC事

象に関するリスクが著しく低減することを示すことも OPC 対応策となり得る。」という注意書きを

OPC イニシアチブに追加することを NRC に提案した[9]。NEI は、OPC の影響を緩和するには

運転員による手動操作で十分であることを証明する目的の PRAを用いたリスクインフォームド評

価方法を提案し、そのガイダンス（ドラフト）を提示している[15]。先行 OPC 対応プラントで OPC
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誤検知が少なくなかったことから、当初OPC自動隔離を計画していたが、リスクインフォームド評

価を行い、手動隔離を採用もしくは採用検討を開始しているプラントが増加しているiii。 

4. まとめ 

国内原子力発電事業者から、OPC 自動検知システムが開発され、2020 年度から代表プラ

ントにおいて据付工事を開始することと、既存設備でOPC対応可能である原子力発電所以外の

プラントにおける OPC追加対策工程案が示された。ただし、OPC対応で先行する米国において

も OPC検知システムの誤検知が課題となっており、国内においても、各サイトで実機を用いた運

用を通じて OPC 検知システムの精度を確認し、必要ならば改善しなくてはならない。一方で、

OPC 自動検知システムが開発され実機に導入する状況に至ったことから、OPC 自動検知を目

的とした設備対応を規制要求化する時期を検討する段階に近づいたと考えられる。 
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